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1.はじめに 

近年、航空の交通需要が増加しつつある(表-1)。とく

に観光産業が重要度を増しつつある北海道や札幌市に

おいては、航空による交通は特に重要であり、その離

着陸拠点となる空港の重要度も増しつつある。 

 

表-1 航空運輸実績の経年変化

1)

 

          年度 

区分 

2000 2007 

伸び率(%) 

00-07 

国内 

旅客(万人) 9,198 10,730 2.2  

貨物(千トン) 930 1,080 2.2  

国際 

旅客(万人) 5,256 6,750 3.6  

貨物(千トン) 2,927 3,860 4.0  

 

 しかし、丘珠空港のような比較的小規模な空港の経

営環境は厳しさを増しつつある。その主原因として、

航空会社の航空機ジェット化傾向によるジェット非対

応空港の便数減少などがあげられる。 

また、丘珠空港を利用していたエアーニッポンネッ

トワーク(A-net)便の撤退が決定したことなどを契機と

して、丘珠空港のジェット化が再検討されつつある。 

 そこで本研究は、丘珠空港を含む国管理および共用

空港の 26 空港を事業体として設定し、包絡分析法 

(DEA：Data Envelopment Analysis) 2)
を用いて、各空港

の経営効率性を評価する。さらに運輸効率性の観点か

ら、空港をジェット化の対応状況に応じて 3 つのフレ

ームに分けて分析する。この分析により、丘珠空港を

含むジェット非対応空港とジェット対応空港の運輸効

率性を比較・評価する。これらの結果から、丘珠空港

のジェット化に関する効果を分析・考察することを目

的とする。 

 

 

2.DEA と CCR モデルの概要 

DEA は、事業体の活動に関する効率性を多入力・多

出力の比を用いて、比率尺度で相対的に測定すること

が可能な手法であり、様々な分野で活用されている。 

この DEA の基本モデルとして、Cooper らによって

提案された CCR(Charnes-Cooper-Rhodes)モデル

2）
があ

る（以降、入力指向型を利用）。このモデルは、規模の

経済性に関して収穫一定を仮定したモデルで、一般的

に広く活用されており、以下のようなモデルである。 

まず、DEA では分析対象（ex.事業体など）を一般に

DMU（Decision Making Unit）という。ここで、n 個の

DMU があると仮定し(DMUj，j=1，…，n）、対象とす

る DMU を DMUo とする。また、m 個の入力項目と s

個の出力項目があるとき、DMUo の入力データを xmo、

出力データを yso とする。各入力項目に関する各ウエイ

トを vm(m=1,･･･,M)、各出力項目に関する各ウエイトを

us(s=1,･･･,S)として以下のように定式化される。 
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モデル(1)の最適解を(vm*,us*)とし、最適目的関数値

を θ*とする。この各 DMU に関する θ*の値が効率性の

評価値となる。このとき、θ*=1 ならば DMUo は効率的

であり、θ*<1 ならば DMUoは非効率的である。 

さらに、CCR モデルにおける効率性改善案�	%�, �%��は

(2),(3)式のとおりである。 

 	%� � 
&	�� ' �(&
            (2) 

      �%� � ��� ) �*&
           (3) 

 

ここで、

∗−

s は入力の余剰、

∗+

s は出力の不足である。 

式(2),(3)の効率性改善案創出モデルのイメージ（入

力空間）を図-1 に示す。 

図-1 において、点 A,B,C は DMU であり、A と B は

効率的、C は非効率的である。さらに、C の効率性評

価値は θ*=OC’/OC<1.000 となる。また CCR モデルに

よる C の効率性改善案は、式(2)のとおり入力値 x の一

律 θ*倍の縮小（点 C’への移動）として表される。また、

この場合の C の参照集合は、A と B になる。 

 

図-1 効率性改善案創出モデルのイメージ 
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3.入出力項目の設定と分析フレームワーク 

3-1 経営効率性分析 

まず本研究では、「経営効率性」の観点から国管理お

よび共用空港の 26 空港を評価する。この観点における

入出力項目として、国土交通省が公表している「平成

18 年度空港別収支の試算結果について」

3)
をもとに、

入力項目を「人件費」、「営業費用(人件費を除く)」、「負

債」とし、出力項目を「営業収益」とする 3 入力 1 出

力による経営効率性を評価する。なお各空港の入出力

データを表-2 に示す。 

 

表-2 各空港の入出力データ(単位：百万円) 

空港名 (I)人件費 

(I)営業費用          

（人件費を除く） 

(I)負債 (O)営業収益 

東京 1,615 51,351 897,823 50,948 

大阪 693 10,413 1,114 15,443 

新千歳 700 7,137 1,292 9,514 

福岡 722 16,716 1,300 10,729 

那覇 598 8,260 1,236 3,386 

稚内 100 955 157 100 

釧路 177 2,021 256 379 

函館 139 2,133 264 896 

仙台 319 2,468 626 1,809 

新潟 135 2,883 767 709 

広島 161 2,043 277 1,751 

高松 86 1,168 174 752 

松山 120 1,415 207 1,281 

高知 139 1,252 232 634 

北九州 162 2,117 268 751 

長崎 119 1,439 206 1,342 

熊本 140 1,261 274 1,590 

大分 102 1,363 181 964 

宮崎 127 1,889 222 1,472 

鹿児島 399 1,801 823 2,407 

八尾 49 587 80 105 

丘珠 52 542 74 61 

小松 39 2,498 101 1,427 

美保 48 837 95 231 

徳島 32 951 141 491 

三沢 55 274 93 155 

 

この 26 空港のうちジェット非対応空港は丘珠空港

を含め 2 空港しかなく、ジェット対応と非対応の効果

を明らかにするのは困難であると考えられる。しかし、

現時点では経営データの公表は上記 26 空港のみであ

ることから、本研究では「経営効率性」の観点からは

上記 26 空港のみを対象として分析する。 

 

3-2 運輸効率性分析 

本研究では補完的方策として、全空港のデータが取

得可能な「運輸効率性」の観点から、空港を①国管理

空港および共用空港②ジェット化非対応空港③全国

87 空港(全国 97 空港のうち、評価が可能なもの)、の 3

フレームに分類して評価する。 

このようなフレームに分類した理由は、①国管理およ

び共用空港の運輸効率性を分析し、経営効率性との相

関関係を把握する。②ジェット非対応空港のみで効率

性を分析し、丘珠空港のジェット非対応空港の内での

効率性の位置づけを把握する。③その上で、ジェット

非対応空港とジェット対応空港の運輸効率性を比較す

る。このような方法により、ジェット化の効果を傍証

する。 

この運輸効率性に関する入出力項目として、国土交

通省が公表している「年度別空港管理状況」

4)
と「全

国空港配置図」

5)
をもとに、入力項目を「空港面積」

と「着陸回数」、出力項目を「乗降客数」と「貨物取扱

量」とする2入力2出力による運輸効率性を評価する。 

 

 

4.国管理および共用空港の効率性評価 

4-1 経営効率性分析 

 CCR モデルによって分析した経営効率性スコアを

図-2 に示す。図-2 は、各 DMU の効率性を表わしてお

り、1.000 となっているものが効率的な DMU であり、

小松空港、東京国際(羽田)空港、大阪国際(伊丹)空港の

3 空港であった。また、丘珠空港は下から二番目のス

コアであり、これらの空港と比較した場合、かなり効

率性が低いことがわかった。しかし、他の 24 空港は全

てジェット化に対応している現状である。 

 

 

図-2 CCR モデルによる経営効率性スコア 

 

 

4-2 丘珠空港に着目した経営効率性改善案 

丘珠空港に着目した経営効率性改善案を表-3に示す。

ここで、丘珠空港が効率的フロンティアに到達する(ス

コアが 1.000 となる)ためには、全ての入力項目を 90%

以上削減しなくてはならず、現実的な改善案とはいえ

ない。しかしこのことは、それと同レベルの効率性で

経営されている空港(参照集合は大阪国際空港)が現実

に存在していることを意味している。 
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表-3 丘珠空港の経営効率性改善案 

DMU                       Data 改善案 

丘珠 Score 0.076 

(I)人件費(百万円) 52 -94.74% 

(I)営業費用(百万円) 542 -92.41% 

(I)負債(百万円) 74 -94.05% 

(O)営業収益(百万円) 61   0.00% 

参照集合 大阪国際 

 

 

4-3 運輸効率性分析 

次に、運輸効率性の観点から、事業体を国管理およ

び共用空港の 26 空港と設定し、CCR モデルによって

分析した結果を図-3 に示す。図-3 から、効率的な DMU

は福岡空港、東京国際(羽田)空港、大阪国際(伊丹)空港

の 3 空港であった。また、運輸効率性の観点から分析

しても丘珠空港は効率性が低いことがわかった。  

 

 

図-3 国管理空港および共用空港の運輸効率性スコア 

 

4-4 経営効率性と運輸効率性の関係 

 図-4は経営効率性と運輸効率性の関係を比較したも

のであり、図-5 はその散布図である。これらの相関係

数は 0.711 であり、高い相関関係があることがわかっ

た。そこで本研究では、運輸効率性の観点から他の空

港を評価し、結果を総合的に考察する。 

 

 

図-4 経営効率性スコアと運輸効率性スコアの比較 

 

図-5 経営効率性と運輸効率性のスコア散布図 

 

5. ジェット非対応空港の運輸効率性分析 

 次に、ジェット非対応空港の中で評価が可能な 23

空港を事業体とし、CCR モデルによって運輸効率性を

分析した結果を図-6 に示す。 

図-6 より、丘珠空港のスコアは 0.990 と全体の 5位

であることがわかった。このことから丘珠空港はジェ

ット非対応空港の中では効率的な運用がなされている

ことがわかった。 

さらに図-5 から、運輸効率性と経営効率性の相関が

高いことを踏まえた場合、ジェット非対応空港のフレ

ームにおいては、丘珠空港の経営効率性はジェット非

対応空港の中では高い状態であることが推察される。 

 

図-6 ジェット非対応空港の運輸効率性スコア 

 

6. 全国 87 空港の運輸効率性分析 

さらに、全国 87 空港を事業体とし、CCR モデルに

よって運輸効率性を分析した結果を図-7 に示す。ここ

で、空港をジェット対応状況に応じて以下の 3 つに分

類する。 

① 大型ジェット対応空港 

② 中・小型ジェット対応空港 

③ ジェット非対応空港 

 各グループの運輸効率性スコア平均値を図-8に示す。 

図-7 の分析結果から、ジェット非対応空港のほとん

どが下位であることが分かる。さらに図-8 より、全体

的な傾向を比較すると、ジェット非対応空港はジェッ

ト対応空港に比べ運輸効率性がかなり低いことが明ら

かとなった。逆の観点から考えた場合、空港がジェッ 

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

福
岡

東
京
国
際

大
阪
国
際

新
千
歳

那
覇

小
松

広
島

鹿
児
島

大
分

徳
島

高
松

函
館

三
沢

松
山

熊
本

宮
崎

仙
台

稚
内

北
九
州

釧
路

美
保

高
知

長
崎

新
潟

丘
珠

八
尾

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

小
松

東
京
国
際

大
阪
国
際

鹿
児
島

新
千
歳

熊
本

長
崎

松
山

福
岡

広
島

徳
島

宮
崎

仙
台

大
分

高
松

三
沢

高
知

函
館

那
覇

北
九
州

新
潟

美
保

釧
路

八
尾

丘
珠

稚
内

経営

運輸

相関係数：0.711

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 

運運運運

輸輸輸輸

効効効効

率率率率

性性性性

経営効率性経営効率性経営効率性経営効率性

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

多
良
間

喜
界

天
草

与
論

丘
珠

(
札
幌

)

南
大
東

沖
永
良
部

壱
岐

北
大
東

奥
尻

屋
久
島

但
馬

粟
国

新
島

広
島
西

神
津
島

調
布

波
照
間

佐
渡

慶
良
間

伊
江
島

大
分
県
央

福
井

平成21年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第66号



 

図-7 全国 87 空港の運輸効率性スコア 

 

ト非対応から中・小型ジェットに対応した場合、効率

性は平均で約 5.9 倍向上する。さらに、大型ジェット

に対応した場合は、効率性は平均で約 11.8 倍向上する

ことがわかった。 

 

 

図-8 ジェット対応別の運輸効率性スコア平均値比較 

 

7.結論 

本研究の分析結果から、以下のことが考察される。 

①国管理および共用空港のフレームにおける経営効率

性の比較においては、丘珠空港の効率性は低いこと

がわかった。 

②同フレームにおける運輸効率性を分析し、経営効率

性の結果と比較した結果、相関が高いことがわかっ

た。 

③ジェット非対応空港のフレームにおける運輸効率性

の分析結果では、丘珠空港は効率的な運用がされて

いることがわかった。 

④全国 87 空港のフレームにおける運輸効率性を分析

した結果、ジェット対応の有無は、運輸効率性に大

きく関係することがわかった。 

⑤よって、傍証ではあるが、丘珠空港のジェット化は、

運輸効率性の改善はもとより、経営効率性の改善に

も大きな効果があるものと推察される。 

また、今後の課題は以下のとおりである。 

①今後、経営データ公表が予定されている他の空港も

含めたフレームで経営効率性を評価する。 

②丘珠空港のジェット化に関する住民意識調査を行う

必要がある。 
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■：大型ジェット対応

■：中・小型ジェット対応

■：ジェット非対応

大型ジェット 中・小型ジェット ジェット非対応

スコア平均 0.489 0.244 0.041 

0.0 

0.1 

0.2 

0.3 

0.4 

0.5 

11.8倍

5.9倍

平成21年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第66号


